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｢環境管理｣としての ｢企業管理｣
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200 経 営 と 経 済



























































同 ｢企業 と環境｣,『国民経済雑誌』第142巻第 2号,神戸大学経済経営学会,昭和
55年,10頁｡
(2)｢社会的生命体｣としての企業については,次を参照のこと｡
































達し ｢商品｣を販売する ｢市場｣(market)であり,それら企業の ｢調達市









































































































































































































































































































214 経 営 と 経 済
注)
(1)ゴーイソグ ･コソサーンの概念については,次を参照されたい｡
河野昭三 ｢ゴーイング ･コソサーソの概念と現代的課題｣,同 (編著)『ゴーイソグ ･
コソサーソの経営学』,税務経理協会,平成8年,1頁以下｡
























































































































































































































るが,企業の持つ経済的側面 (商品生産職能)の ｢社会性｣の維持 ･向上に
取り組むのは ｢生産管理｣と ｢労務管理｣である｡これに対して,企業の非
経済的側面における市民性を獲得しその向上に取り組むことによって非経済









































① ｢環境志向の生産管理｣,② ｢環境志向の労務管理｣,③ ｢環競志向の市民
化管理｣および④ ｢環境志向の総合管理｣という環境管理の構造 (体系)を
把握することができる｡あるいはまたこれを,① ｢生産管理｣における環境
管理,② ｢労務管理｣における環境管理,③ ｢市民化管理｣における環境管
理および④ ｢総合管理｣における環境管理,とも表現できるであろう｡そし
て,これらすべての環境管理を ｢広義の環境管理｣,生産管理における環境
●●● ●●●
管理を固有のあるいは狭義の ｢環境管理｣として体系化しうる｡環境管理を
無視するあるいはそれを軽んずる企業は,もはや現代社会では維持 ･存続で
きないことを認識しなければならない｡
現代企業が維持 ･発展するためには,｢生産性｣,｢人間性｣そして非経済
的な ｢市民性｣を統合した企業市民としての総合的な市民性と社会性を確保
し,それらを統合する企業の生得的指導原理たる ｢営利原則｣の新たな展開
を模索しなければならない｡それはまさに ｢環境志向の総合管理｣の最も重
要で困難な課題をなすのであるが,このような新しい実践的指導原理を解明
し企業管理を統合する革新的企業活動を展開するという大きな課題が,総合
管理を担当する現代企業の経営者に求められるのである｡
